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[bookmark: _Hlk204066845][bookmark: _Hlk201325467]府中市出口（Ａ001）地区　広島型ランドバンク事業
事業協力者募集に関する質問書

令和７年　　月　　日

府中市府中・出口地区ランドバンク協議会　御中

応　募　者
住　　　所
商号又は名称
代 表 者 名
（電話番号　　　　　　　　　　　　）
（FAX番号　　　　　　 　　　　　）


	事業協力者募集に関する質問書

	1
	

	2
	

	3
	


※質問事項が多い場合は、別紙に記入すること。
（様式２）
府中市出口（Ａ001）地区　広島型ランドバンク事業　事業協力者応募届

[bookmark: _Hlk201749291][bookmark: _Hlk201744396]府中市府中・出口地区ランドバンク協議会　御中

[bookmark: _Hlk201749492]府中市出口（Ａ001）地区　広島型ランドバンク事業の事業協力者募集要項に沿って、必要書類を添付し、応募届を提出します。
令和　年　月　日記入
	事業者名
	
※広島県内事業所の名称を記載すること

	代表者名
	
※広島県内事業所の代表者名を記載すること

	住所
	
※広島県内事業所の住所を記載すること

	連絡先
	電話：
	メール：

	法人・個人の別
	法人　・　個人
	

	応募資格に関する誓約
	　私は、本募集要項「３．応募資格に関する条件」に定められた必要な応募資格を有する者であることを誓約します。
（代表者の自筆署名）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	要件①

	宅地建物取引業者免許証番号
	

	同上有効期間
	令和　　年　　月　　日から令和　　年　　月　　日まで

	添付書類
	宅地建物取引業者免許証　      （必須）

	
	商業登記簿　　・　　開業届　　（いずれかに○）

	要件③

	事業実績
（令和5年度以降）
	　住宅　　　　　戸
	宅地　　　　　　㎡
	

	要件⑥

	未納の有無
	有　・　無
	

	添付書類
	市税納税証明書、県税納税証明書、国税納税証明書（いずれも必要）





事業計画提案書（様式　ア）
	区画再編計画案

	
１．区画再編の方針
・本要項に記載している地区の現況、関係権利者の意向を踏まえ、どのような区画再編をめざすのかを示すこと。
・なぜ、そのように考えたかを示すこと。

２．区画再編の概略計画
・方針を踏まえ、現時点で考えられる区画再編の概略計画図を示すこと。
・事業協力者に選定された後、関係権利者との協議によって変更可能性がある案として示すこと。

3．その他
　・その他、提案者として関係権利者にアピールしたいこと、表明したいことがあれば記載すること。無ければ記載の必要はなく、本募集事業において不利に評価するものではない。



事業計画提案書（様式　イ－１）
	イ）事業収支計画案

	
１．事業収支の概算案
　・現時点での市場性を踏まえ、想定できる事業支出および収入の概算を示すこと。
　　※概算を示し方（例）：備考に記載の項目を分けて示してもよい
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事業計画提案書（様式　イ－2）
	イ）事業収支計画案

	
２．事業収支の算定根拠
　・単価の考え方、数量の考え方を示す（(1)および(2)の記載を参照すること）。
　・実勢取引や近傍取引、貴社の事業実績から説明できる根拠を示すこと。
・事業協力者に選定された後、関係権利者との協議、社会情勢の変化によって変更可能性がある案として示すこと。ただし、正当な事由なく大幅に変更することがないよう慎重に検討すること。


（事業計画提案書様式　ウ）
	土地・建物の買取価格および分譲価格の目安（事業収支算定の根拠）

	
（1）土地・建物の買取価格の目安
	敷地名
	敷地面積㎡
(a)
	土地単価千円/㎡
（ｂ）
	建物価格千円
（ｃ）
	合計
（a*b+c）

	A敷地
	
	
	
	

	B敷地
	
	
	
	

	C敷地
	
	
	
	

	D敷地
	
	
	
	

	合計
	(e)
	
	
	(d)










	平均価格（d/e）
	




・関係権利者から土地の買取がある場合、その買取価格を土地単位で、㎡単価を示し、地区全体平均を示すこと。単位は千円とする。
・関係権利者から建物の買取がある場合、その買取価格を建物ごとに示し、地区全体平均を示すこと。単位は千円とする。
・買取価格を価格帯として（●千円～●千円など）で示す場合、当該提案の評価は、低い価格をもって行う。
・提示された価格は、事業協力者に選定された後、関係権利者との協議、社会情勢の変化によって変更可能性がある案として取り扱うこととする。ただし、正当な事由なく大幅に変更することがないよう慎重に検討すること。





image1.emf
(1)支　　出

種　　別 金　　額 備　　考

0百万円

事業計画作成費、現況測量等、

合筆・分筆手続費、基盤整備設

計費、開発許可申請費用等

0百万円

建物除却費、整地費（従後宅

地）等

0百万円

道路整備費、水路撤去費、等

0百万円

上水道、下水道整備費　等

0百万円

その他、必要な費用

0百万円

土地取得費（別途、土地ごとの

取得費を示すこと）

0百万円

諸費用、税金等

0百万円

その他、必要な費用

0百万円

区画再編工事費と土地取得費の

合計

0百万円

区画再編事業を実施するために

貴社が必要な諸経費

0百万円

上記合計

(2)収　　　入

種　　別 金　　額 備　　考

宅地分譲（買い戻し含む）収入 0百万円

整備後の分譲価格

0百万円

整備後の宅地分譲以外の収入を

見込む場合

総収入 0百万円

上記合計

※総事業費とバランスする

区画再編事業費

事業者諸経費

総事業費

その他

区

画

再

編

工

事

費

土

地

取

得

費

調査設計計画費

土地整備費

工事費

その他

土地取得費

その他

供給処理施設

取得諸費


